















村 山 貴 俊
東北学院大学経済学部経営学科助教授
さて本日、 優秀な行政実務担当者の方々 と このようにご一緒させて頂き、 大学の研究者という
立場から私は一体何を話せばよいのだろうかと思いを巡らせたとき、 やはりそのような方々には



























提示する修正案です(図表4参照)。 これまでは、 やは り地理的要因や政治的要因が工場の進出を決
めるといった議論が、とりわけ地理学や経済学の分野では多くなされてきたように思われます。例
えば地理的要因としては、賃金の相対的な安さとか、交通の利便性とか、政治的要因としては、補
助金の額が幾らかであるとか、 あるいは税の優遇策をどの程度であるとか、 こ う い っ た こ と が 工





すが、 それとあわせて域内にある企業の経営戦略や事業史をしっかり調査し、 そ れ ら と い か に う
ま く 連 携 を 図 つ て い く の か と い う こ と が 、  やはり重要ではないかと考えるに至つたわけです。
次いで、そうした考え方を導き出す基礎となった事例を具体的にみていきますが、まずA社、実
はこれは大手電機メーカ ーZ社の子会社であります。ただしA社自体も非常に大きな全国規模の
企業であり、束証一部 に も 上 場 し て ぉ り ま し た。特にオ ー デ ィ オ・ビジュアル家電の最終製品、例
えばへ ツ ド ホ ン 、 ミ ニ コ ン ポ 、 M D な ど を 主 た る 製 品 と し て 生 産 し て お り ま し た。低級 ・ 低価格
帯の製品ラインに特化することで、親会社Z社の高級・高価格の路線とはグルー プ内での棲み分
け が で き て ぉ り ま し た。
次に B社です。こちらも岩手県内に工場を持つていた大きな電機メ ー カ ーですが、先のA社と
は異なり、 こ ち ら は 部 品 メ ー カ ーです。 主 た る 事 業 は 何 か と い う と 、  消費者の目に触れない高性
能の部品をっ く る 、  そ こ を 事 業 ド メ イ ン と し て い る 会 社 で す。 ただし一部、最終製品の組み立て
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い た と い う こ と で す。その後、工場の機械化が進んだことで、500人程度にまで従業員の数が減少
していきましたが、ただその500人については、原則として正社員のみであり、 しかも給料が良
くて、県内平均ないしそれを上回る水準の給料が支払われていたということであります。すなわ





い く こ と に な り ま す。80年代に至つても依然として事業は順調で、同業他社との部品(マイ コ ン)の





同工場の業績も次第に悪化していきます。 これと併せて、 海外生産がうまく行き過ぎて、 海外生
産だけでも生産が十分間に合うという状況になってきたことから、 国内工場の存在意義が徐々に
薄 れ て い く こ と に な り ま す。 とはいえ、 国内工場は、 国際分業体制のなかで一定の役割を果たし
ていました。 どのような役割かといいますと、 新製品を立ち上げていくための試験工場としての
役割であったりとか、 その新製品の生産を海外工場へ移転する際の模範工場、 専門的な言葉でい
う と マ ザ一工場として機能していたりとか、海外の工場が苦手とする小ロ ツトかつ短納期の生産、


















その閉鎖発表後の状況と対策についても、 簡単にお話させて頂きたいと思います。 最初に、 工
場関係者の方が言つていたことなのですが、 とにかく報道への対応が大変だったと。 なぜかとい
う と 、  岩手県初の大型撤退ということで、地元メディアがこぞってこの事例を取り上げたという
のです。加熱する報道が従業員の感情を逆撫でしないよう細心の注意を払つたと聞いてぉります。
次いで、雇用対策なのですが、閉鎖発表後、2001年8月と12月に第l次、第2次という形で退
職者を募ります。 退職者向けに再就職を斡旋しなければならないということで、 まず、 A社が独
自の相談窓口を設け、 そこに専任の職員2人を張りつけ る こ と に な り ま す。 あわせて行政側の対

























う こ と で す。 というのも、 このY町は盛岡に近く、 しかも JRの駅がありますので、盛岡のべ ツ
ドタウンになっていて、 人口流入も盛んで、 地価も岩手県内の他の地域と比べて下落していない






り 、  そこでもかなりの雇用が生み出されているということです。 A社を退職した従業員への再就
職先の斡旋に関してですが、 町役場が保管していた分厚い求人票の束を関覧することができたの






















た。 か く  して、 工場閉鎖の問題とその原因を考える際には、 当該企業の事業展開史をきっちり読
み 解 く こ と が 重 要 に な り ま す。すなわち、1980年代の成功こそが、200l年の工場閉鎖という帰結
を導く間接的な、 しかし重要な要因の一つに な っ て い た と い う こ と が 、  同社の事業史を振り返る
ことで見えてくるわけです。
さ ら に は 、  経営戦略の読み取りも重要です。 この工場撤退の決定がどこでおこなわれていたの








含めて全て閉鎖されてぉり、A社の製品プランドのAという名前だけがかろうじて残つ て ぉ り ま
すが、 現在、 このAブランドの製品の開発・生産・販売はすべてZ社によってぉこなわれていま


















た状況とグローバル規模でのリ ス トラ策を見ていれば、 この閉鎖はある程度予測できたのではな











ケは、1970年代初頭、B社と外資系企業W社が共同出資の半導体工場を盛岡近郊につ く る と い う
計画にありました。 しかし実は、 石油危機があって、 この計画が頓挫し、 そこに工場だけが残つ
てしまいます。それで、その工場をどうしようかということで、B社が引き取ることになります。
けれども何をやったらいいのか、 まだ決まっていないわけです。 それで仕方がないから、 と り あ
えずオーディオ部品をつくりましょうということで、バリ コン事業部というのをもってきて、オー
ディオ用のチュ ーナーを生産することになります。
ただ、 このチューナーの生産も後に海外へ移転され、 またやることがなくなって、 じ ゃあ次に
何 を や ろ う か と い う こ と で 、 じ ゃあプリンタでもやってみようということになり、1980年くらい











業部は一応存続することになったわけですが、 や は り キ ヤ ノ ン やェプソンとの競争に対時して非
常に苦しい状態が続いておりました。 その苦境を打開すべく、新しいことをやらなければいけな
いということで、98年頃からフォトプリンタの研究開発に着手します。フ ォ ト プ リ ン タ と い う の
は、デジカメの写真をダイレクト印刷できる小型プリンタのことです。 そ れ を や ろ う と い う こ と
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で研究を始めて、徐々に製品化に向かっていた矢先、 2002年1 月に B 社盛岡事業部を閉鎖すると
いう決定が下されます。 福島の小名浜に機能統合して盛岡事業部を閉鎖するという決定がなされ
ます。























いましたが、B社というのは部品をっ くる会社です。最終願客の日には触れない部品をっ く る 会
社です。そのなかで、プリンタなどの最終製品をっくっている事業所、あるいは工場というのは、
周辺事業という位置づけになり、 異端の扱いを受けてしまうことになります。 B社全体の企業風

















たし、 も と も と 低コストを狙つた工場ではなかったので大丈夫だろう、 という甘い読みがあった
のです。 しかし、実際には撤退となってしまう。 もちろん、撤退による地元への影響も、先にみ
たA社に比ぺて大きかった。 な ぜ か と い う と、研究開発者がたくさん働いていたので、 それらの
人々の受け皿を探すのは非常に難しかったのです。 岩手の地元で、 そ う いった職場を探すのは非
常に難しいということで、特に岩手県庁の方々は、閉鎖発表の直後には、今後どうしようかと頭
を痛めたと聞いてぉります。
ただ実は、盛岡事業部内部の人たちは、 この閉鎖について、 ある程度分かっ て い た と い う こ と





おりました。 実際、 会社側も、 社内べンチャーという制度を設けて研究開発従事者の独立を支援
していたというわけです。 つまり何が言いたいかというと、 外部(岩手県庁の方々〕から見ているの































か。 昨今、 地方自治体の誘致政策では、 誘致企業に対して数十億単位の多額の補助金が投下され
る よ う に なってきてぉりますので、 その投下資金を回収するという意味でも、呼び込んできた企
業を出来るだけ長く域内に引き止めてぉくという考え方がますます重要になってくるでしょう。
例えば、 後ほど岩手県庁の黒澤様から詳しいお話があるかと思いますが、 岩手県のト ョ タ系車体
メ ー カ ー・関東自動車工業の事例では、 行政による企業戦略との密なる連携の試みが徐々にみえ
てきていると私は考えてぉりますし、 さらに三重県庁の田中様からも詳しくぉ話があるかと思い
ますが三重県亀山市へのシャープ大型液晶テレビ工場の誘致の事例は、 ま さ に シ ャ ープ側の独自
技術に依拠した国内一貫生産という経営戦略に亀山市という立地が見事にフィットした結果であ
り、 また誘致過程ではシャープ・町田社長と 〔当時の〕三重県知事・北川氏が互いに戦略と日標を
共有していたことが極めて重要であったと考えられるわけです。 最後に、 行政に対して具体的な
提案をlつだけさせていただきますと、 やはり域内企業戦略分析室のような組織を設け、管轄域
内の主要企業の経営戦略あるいは事業展開史をしっかり分析できる人材を育成・配置していった
方が良いのではないかと考えます。以上が私の所見です。 ご清聴、有り難うございました。
